


















跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 14 号　（2012 年 9 月 30 日）
子どもの貧困とセーフティネット
─ 就学援助制度を中心として ─
Child Poverty and Safety Net





































　給食費未納が全国的問題となっている⑷。平成 17 年度の未納調査（以下、「17 年度調査」。）では、
小中学生全体の 1.0％に当たる全国約 9万 9千人が給食費未納であり、未納総額は年間約 22 億円
（未納額割合約 0.5％）と報告されていた（全数調査）⑸。「21 年度調査」⑹と同様に抽出調査で行われ










Ⴖ ᄖ ਛቇ↢⚂ ቇ↢⚂ቇᩞ⚊ઃ㊄
(ቇ⚖⾌
PTAળ⾌)╬































0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000 160,000 180,000
（注）　学習塾費など学校外活動費を除く。
　文部科学省「平成 21 年度学校給食費調査」によれば、完全給食を実施している公立学校の保護者の
年間負担額は、小学校（低～高学年）45,078 ～ 45,386 円、中学校 51,502 円である。
































































（注）　「収入なし」世帯は、世帯数が 5件と少ないため表示していない。他は、36 ～ 138 件。





















































（注）　平成 15 年度に北海道の児童相談所において受理した 119 例の分析。
（出所）　平成 20・21 年度厚生労働科学研究報告書「子ども虐待問題と被虐待児童の自立過程における複合

























































































3－ 1．援助を受ける子どもの増加─ 10年間で人数・割合ともに約 2倍に増加─
　本章では子どもの貧困の実態として、義務教育で行われている就学援助制度がどういう状況に
あるのかを述べたい。近年、援助を受ける子どもの人数、割合が増えている。1997 年度の約 78
万人から 2010 年度には約 155 万人に増え、公立小中学校児童生徒数に占める割合も 6.6 パーセ
（出所）　Benesse 教育研究開発センタ 「ー第 2回子ども生活実態基本調査報告書」2010 年 3 月より筆者作成。
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生が約 14 万 8 千人、これに就学援助を受けている小中学生を加えると約 155 万人となる。
　生活保護の要保護率と就学援助も含めた援助対象率は、平均では約 10 倍の開きがあり、全国
で生活保護を受けている子どもが 1.4 パーセント、援助対象率が 15.3 パーセントである。どちら












（注）　就学援助率は、就学援助対象者（09 年度要保護者全国約 13.7 万人、準要保護者全国約 135 万人の計
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母子家庭の母の職種と年間収入についての 2007 年の東京都の調査によると、1997 年は、母子家
庭の母親の約 7割が常用雇用者、すなわち正社員であった。ところが 5年経った 2002 年では、
常用雇用者（正社員）の割合は 55 パーセントに減少した（図表 9）。さらに 5年経った 2007 年では、
母子家庭の母の4割位しか常用雇用者（正社員）になれず、10年前と比べて半減した。一方、「パー







（注）　国勢調査によれば、全国の母子家庭の世帯数は、2000 年から 2005 年までの 5 年間で約 2 割増加して
いる。




























世帯の平均所得約 550 万円に対して、母子世帯は 263 万円と全世帯の半分以下の所得である。高









　「パート・アルバイト等」の平成 9・14 年度は「日雇・内職」、平成 19 年度は「派遣社員・契約職員・嘱託」
を含む。
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接支給することになった。2010 年度において、医療費・学校給食費に当たる部分が 546 億円、
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（注）　決算額。2004 年度以前の市町村給付額は国庫補助対象経費のみ、2004 年度の（）書き数値及び 2005
年度以降には国庫補助対象外経費も含む。






要額（測定単位 1 当たり費用×人口・面積等×寒冷補正等）で除して得た数値の過去 3 年間の平均値
である。財政力指数が高いほど、財源に余裕がある。



































































































































































































































































































400 町村の半数で存在する。生活保護の要保護は、就学援助の準要保護児童生徒数の約 10 分の 1
が全国的な平均となっている。生活保護と就学援助のどちらかだけが高い、どちらかだけが平均
以下というのは、本来の所得分布から考えると不合理である。
　図表 19 の都道府県を子どもの要保護率順に①上位 3府県、②全国平均より上の 11 都県、③全
国平均より下の 21 県、④さらに下位 12 県の 4つのグループに分けて、要保護率の 1997 年から
2009 年までの推移をみると、①上位 3府県は倍増しているが近年頭打ち、②全国平均より上の
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（出所）　第 9回教育再生懇談会小川委員提出資料、2009 年 4 月 17 日
　〈http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouiku_kondan/kaisai/index.html〉及び湯田伸一『知られざる





















では全国平均の 6倍、6.3 パーセントであり、次が北海道の約 2.5 パーセントである。全体の約 7
割は未納割合 1.1 パーセント以下、就学援助率 20 パーセント以下である。就学援助率が高い東
京都、山口県、大阪府も未納割合は 1パーセント以下であり、就学援助が給食費未納を減らす効
果があるといえよう。沖縄県、北海道、千葉県、茨城県あるいは九州各県など残り 12 道県は、
未納割合が 1.3 ～ 6.3 パーセントと相対的に高いのにもかかわらず就学援助率が低く、これらの
自治体で就学援助制度が十分に運用されているか疑問がある。
　そもそも、義務教育における完全給食（おかず又はミルクのみの給食を除く）の実施率は、公立小
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（注）　調査対象は、東京都（島を除く）の 18－29 歳の若者 2000 人（正規課程の学生と専業主婦を除く）。
（出所）　労働政策研究・研修機構「大都市の若者の就業行動と移行過程」『労働政策研究報告書』72 号、








































⑴　子どもの貧困白書編集委員会編『子どもの貧困白書』明石書店、2009 年 9 月、阿部彩『子どもの貧困』
岩波書店、2008 年 11 月、山野良一『子どもの最貧国・日本』光文社、2008 年 9 月、浅井春夫ほか編『子
どもの貧困』明石書店、2008 年 4 月など。また、ユニセフがまとめた 18 歳未満の子どもの相対的貧困率
（国民一人ひとりの可処分所得を計算し、その中央の所得の半分に届かない人の割合。）において、日本は




（2010 年 6 月）〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jido/pdfs/1006_kj03_kenkai.pdf〉及び子どもの権利










⑸　文部科学省「学校給食費の徴収状況に関する調査の結果について」平成 19 年 1 月 24 日。給食を実施し
ている国公私立小・中学校全校を対象。





⑺　文部科学省「学校給食費の徴収状況に関する調査の結果について」平成 24 年 4 月 27 日。完全給食を実
施している公立小・中学校から岩手県、宮城県、福島県を除き抽出された 564 校の結果。
⑻　文部科学省「学校給食費の徴収状況に関する調査の結果について（通知）」別紙「学校給食費の未納問
題への対応についての留意事項」平成 19 年 1 月 24 日付け 18 ス学健第 406 号（以下、「17 年度調査留意
事項」）。就学援助制度については、鳫咲子「子どもの貧困と就学援助制度」『経済のプリズム』第 65 号、
2009 年 2 月も参照。

















ル』ぎょうせい、2008 年 7 月、297 頁。本来個人の権利を守る立場の専門家であっても、まだ子どもの人
権への意識は十分ではないことが伺われる。
⒀　北九州市食育推進会議「中学校完全給食に関する議論の整理【資料編】」2008 年 10 月、16 頁。
⒁　児童の権利条約第3条。第 19回国会参議院厚生委員会国民生活改善に関する小委員会会議録第1号（昭
和 29 年 2 月 18 日）4頁には、当時給食費を納めない場合も子どもの人権を尊重して対応したという小学
校校長の参考人意見陳述がある。
⒂　北九州市教育委員会・学校保健課「子どもたちの食育・出前講演Q＆A」2009 年 9 月、14 頁。





もの貧困白書』明石書店、2009 年 9 月、81 頁）。遠足、運動会など給食がない学校行事の際に、家庭の事
情で弁当を持って来られないため、欠席する子どもの例もある（「子ども貧国」『東京新聞』2011 年 1 月 7
日）。





















員会議録第 6号 36 頁）。
23　文部科学省「就学援助に関する調査結果について」2006 年 6 月 16 日。対象は、全国 2,095 市区町村教
育委員会、事務組合。〈http://www.nicer.go.jp/lom/data/contents/bgj/2006061901004.pdf〉
















号 77 ～ 90 頁、2009 年 1 月、81 頁。
28　文部科学省「平成 22 年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（高校分）によれば、
別途長期欠席者が 8万人以上おり、合計約 14 万人は高校在学者の 4.3 パーセントに相当する。高校版の
就学援助について詳しくは、鳫咲子「子ども・若者の貧困と教育の機会均等～卒業クライシス問題と高ま
る高校版就学援助の必要性～」『経済のプリズム』第 83 号、2010 年 9 月を参照。
29　小中学生全員には配布はしていないが外国語版を用意している自治体もある。これは全ての自治体では
ない。自治体によって状況が異なるのが、地方分権の実態である。総務省行政評価局「外国人児童生徒等
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川﨑二三彦『児童虐待－現場からの提言』岩波書店、2006 年 8 月
瓦家千代子＝森久栄「学校給食の有無別にみた中学生の栄養摂取状況」『大阪樟蔭女子大学論集』第 46 号
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